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組織文化と個人
松尾陽好
I.序一組織文化への圏識
1970年代に於いて，組織研究の領域では，コンティンジェンシー理論が支
配的地位を占めていた。これは，環境や条件によって有効となる組織パクー
(1) 
ン（構造，プロセス等）は異なった態様を見せると主張し，従来の伝統理論
が，条件に関係なく一般に妥当する理論，法則を展開しようとして追求して
きた onebest wayを否定するものであった。
(2) 
この理論に対しては，従来様々な問題点が指摘されてきた。この問題点の
中でも根本的なものとして， L.J. プルジョア (L.J. Bourgeois)が指摘す
(3) 
るものをあげることができよう。彼の指摘をまとめてみると，
1. 一つの独立変数「不確実性」に対して，一つの従属変数「構造」を操
作させるという様に，環元主義的，決定論的である
2. オープン・システム観をとりながら，相互作用（相互的な因果）を無
視している
(1) P.R. ロー レンス＝J.W. ロー シュ， 吉田博訳「組織の条件適応理論」産業能
率大学出版， 1975,19ペー ジ。
(2) 赤岡功稿「コンティンジェンシー・セオリーの貢献と問題点」， 降旗武彦，赤
岡功編著「企業組織と環境適合」同文館， 1978,第10章 (223-235ペー ジ）。
(3) L. J. Bourgeois m, "Strategic Management and Determinism", A. M. R., 
1984, Vol. 9, No. 4, pp. 586-596. 
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3. 極論すれば，状況的諸ケースの研究（単なる事例研究）に陥いる
ということになる。そして，以上のことは測定，観察，統計的分析，方法論
(4) 
に於いて自然科学的モデルに依拠していることにあると考えられる。結局，
複雑で多様な組織硯象を因果の一方的連鎖に還元し，単なる線型現象として
捉えているところに，コンティンジェンシー理論に於ける一つの問題点を指
摘することができる。
1980年代に入り，結局のところ実を結ばなかったコンティンジェンシー理
論に取ってかわって，組織文化の研究あるいは文化的視点を取り入れた研究
が主流となっている。とはいえ，これは必ずしも最新の研究であるとは言え
ない。現在，組織文化として取り扱われているものの中には，部分的ではあ
るけれども，従来，経営方針，理念論という形で，あるいは，行動科学の諸
研究の中で取り・上げられてきたものがある。しかし，それが組織文化として
体系的に研究され始めたのは，やはり最近のことであると言える。
この組織文化の研究が主流になった大きな要因としては，以下の二点をあ
げることができよう。
第一に，従来から論じられてきた組織構造，戦略といった・ハードな側面ば
かりでなく，文化，風土といったソフトな側面の重要性が駆識されてきたこ
(5) 
とである。これらソフトな側面は，厳格な概念ではとらえられないあいまい
(6) 
さを残した概念である。それ故，今までの理論の中では十分に考慮されるこ
となく除外されてきた。しかし，その一方で組織の管理者達は，彼等の日常
の管理活動が合理的な管理技法の適用ばかりでなく， 非合理的， 直観的な
「管理の技 (art)」によっても成り立っていることに経験的に気付いてい
(4) Ibid., p. 590. 
(5) T. J. Peters & R.H. Waterman Jr., In Search of E:x:cellence, Harper 
& Row, 1982, p. 11.大前研一訳「エクセレントカンパニー超優良企業の条件」，
講談社， 42-43ペー ジ。
R.T.パスカル＝A.G.エイソス， 深田祐介訳「ジャパニーズ・マネジメン
・ト」 1981,103ペー ジ。
. (6) パスカル＝エイソス「前掲訳書」 241ペー ジ。
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(7) 
た。そのため，これまで理論と管理者の実感との間にギャップが生じていた
のである。優良企業に関する実態調査をふまえた研究によって，この非合理
的，直観的なソフトな側面が従来考えられていた以上に，ハードな側面と同
様に重要であることが明らかにされ，研究対象としてクローズ・アップされ
てきた訳である。
第二に，上述の要因と同時に，組織理論の中でも自然科学的モデルから，
非論理的過程，直観的なもの，非合理なものへ目を向ける様に，方法論的な
転換が行なわれてきたことがあげられよう。バーナードが強調した様に，組
織の特別な状況ばかりでなく，我々の日常生活の中に於いて，直観，インス
ピレーションといった非論理的過程は，論理的過程と同様に重要なものであ
(8) 
る。複雑な社会硯象は，論理的なものばかりではなく，非論理的なものによ
っても成り立っている。 それ故， 非論理的であるというだけでそれを除外
し，論理的なものだけを取り出したのではうまく説明しきれるものではな
い。従来，社会科学がその範としてきた自然科学は，合理主義的立場に立つ
(9) 
ものであり，組織研究に於いてもそれを越えた展開が必要とされている。事
実，社会科学の分野に於いて（特に1970年代以降）， 自然科学的モデル， 実
証主義に対する反動として，数々の新しい重要な転換が行なわれてきたこと
(10) 
が指摘されている。
組織文化の研究は，例えば優良企業の調査研究に見られる様に，組織成果
との関連で論じられる場合が多い。それは，多くの研究が示している様に，
(7) D. A. Sch6n, "Leadership as Reflection-in-Action", ed. by T. J. Sergiovanni 
& J.E. Corbally, Leadership a叫 OrganizationalCulture・, Univ. of Ilinois 
Press, 1984, p. 38. 
(8) C. I. Barnard, "Mind in Everyday Affairs", (1936), The F加 ctionsof 
the E咋 cutive,1938, p. 302. 山本， 田杉， 飯野訳「新訳経営者の役割」ダイ
ヤモンド社， 1966,314ペー ジ。
(9) 庭本佳和稿「近代科学論を超えてーバーナードの方法」．「大阪商業大学論集」
第66号， 1983。
(10)．ダニエル・ペル著， 蟻山昌一訳「社会科学の現在」 TBSプリクニカ， 1984, 
115-119ペー ジ。
46(404) 第 30巻第4• 5号
組織にとって， その文化が有効性をもたらす手段的役割を果たすからであ
る。しかし，その一方に於いて，文化の担い手である個人にとってその持つ
意味は如何なるものなのかということも考える必要があると思われる。文化
は人々の行動や態度等によって具現されるものである。それ故，組織文化を
担い，表現する個々の人間から切り離して，単なるインパーソナ）りな集団現
象としてのみ取り扱われるべきではない。
以下の章では， 「個人にとって文化は如何なる意味を持つのか」という点
について考察してみたい。
Il.組織文化概念
組織文化の個人にとっての意味について考える際に，その前提として，組
織文化とはどういうものなのかということについて（概念と性質）明らかに
しておかなければならない。結局，それは組織文化とはどういうものか，性
質はどういうものかということから，その意味（あるいは問題点）が明らか
になるからである。
1. 概念
「組織文化」は，先述の様に組織現象を説明する用語として多用されては
いるが，その示す意味，内容に関しては，必ずしも明確にされているとは言
い難い。例えば，論者によっては，文化を風土という言葉で表現したり，社
風体質，ふんいき等々の類似の用語もあり多様である。その意味で組織文
化は，必ずしも成熟した概念であるとは言えないのである。文化という用語
自体，文化人類学，社会学といった基礎学問からの援用である。それらの分
野でも文化の定義に関しては，細部に於いてコンセンサスが得られていると
は言えないが， 文化人類学等の中では一貫して研究されてきたテーマであ
り，基本的な方向は規定されてきている。従って，ここでも文化人類学に於
ける文化概念を援用してゆきたい。
人類学者リントン (R.Linton)によれば， 文化とは「習得された行動，
およぴ行動の結果の統合形態で，その構成要素が特定社会の成員達によって
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(11) 
共有され，伝達されているもの」と定義される。文化は個人によって習得さ
れる性質を持ち，しかもその習得は，他の成員を通して得られる社会的に共
有，伝達される連続体として捉えることができる。従って，習得，共有，伝
達が文化の大きな要素である。
この様に捉えると，文化は言語，生活技術等の単なる複合体ではなく，個
人の活動という点を中心に据えることができる。文化はそれ自身のみで存在
することはできない。現実にそれを担っているのは，個々の人間である。そ
して，文化が活動し，失われることなく自らを維持するのは，個人の活動に
よってであり，世代を通じて人々に伝達，習得されるからである。
リントンの定義の様に，文化に於ける個人の習得的な役割を強調すること
によって，物質文化（道具， 技術）といった外面的 (overt)なものだけで
なく，知識，価値等の内面的 (covert) な側面もまた文化として考慮するこ．
(12) 
とが可能となる。 また， 「何故，文化の外面的な側面が成員によって共有さ
れるのか」ということも，欲求充足という文化の価値的側面によって説明す
ることができる。
個人は，欲求充足のためには社会の中で他の人と協力しなければならず，
社会の成員として生活する。社会が自らを存続させるためには，成員に対し
て特定の地位や役割を果たす様求め，個人はそのために，果たすべき行動と
期待を習得する。この習得は，社会の一定の規準によって得られるが，この
様な社会に於ける行動の型，社会が自らを維持するための規範の体系が文化
と呼ばれるものである。従って，それが欲求充足的でない限りに於いて，個
々人によって共有されることはない。
以上の様に，文化は習得，共有そして伝達されるものであり，外面的なも
のだけでなく内面的なものも含まれる。ここでの組織文化の定義にもこれを
援用してゆきたい。つまり，組織文化とは「メンバーによって習得，共有，
(11) R. Linton, The Cultural Background of Personality, 1945, p. 21. 
(12) Ibid., p. 25, cf. C. Kluckhohn & W. H. Kelly, "The Conce:pt of Culture", 
ed. by R. Linton, The Sci⑰ ce of Man in the World Crisis, 1945, p. 98. 
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伝達される，外面的および内面的行動様式の体系」である。
組織文化の内面的側面とは，組織メンバーが共有している価値である。価
値は行為にあたって望ましいものとそうでないものとを選別する選択の基準
である。そのため，価値は組織メンバーの行動様式を規定するものとなり，
外面的側面にも大きな影響を与える，組織文化の中核に位置するものと言え
る。しかし， 「共有される価値」というのは極めて抽象的なものであり，そ
れがどの様なものであるかは，メンバーの行動，態度等の外面的なものによ
って具現される。
外面的側面は， 組織の持つ理念， 儀式， 儀礼， コミュニケーションの方
法，管理スタイル， 特有の言語等を具体的なものとしてあげることができ
(13) 
る。既存のメンバーにとっては，これら儀式，儀礼等を通じて，普段知覚さ
れず，意識下にある価値を再確認することができるのである。
また，組織にとっては，この外面的側面を積極的に創り，活用することに
よって有効性を高めることができる。文化を共有することによって，メンバ
一個々が自分達の成すべきこと，期待されていることを駆識しており，状況
(14) 
に対する判断，対応が迅速に行なえるからである。それと同時に，メンバー
が自らの判断で適切な行動をとることが可能になると，管理者が指示，命令
する機会も少なくなり，管理負担も軽減されることになる。組織が統一のと
れたものとなるためには，フォーマルな規則や統制のみでは十分だとは言え
ない。文化は， 常にこれらを補完する役割を果たすものだと言えるであろ
う。
2. 性格
共有される価値としての文化は，行為にあたって望ましいものを選別する
(13) T. Deal & A. Kennedy, Corporate Cultures, 1982, pp.13-15.城山三郎
訳「シンポリック・マネジャー」 1983,26-29ペー ジ。 H.Trice & J. Beyer, 
"Studying Organizational Cultures through Rites and Ceremonials", A. M. R. 
1984, Vol. 9, No. 4, pp. 654-655. 
(14) Deal & Kennedy, op. cit., p.15.「訳書」 29-30ペー ジ。
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選択基準であるが，これは日常の行動の指針となると同時に，問題が発生し
た際に，その核心が何であるのかを判断するための透視メガネとなり，更に，
その問題に対処する際の方向性を示すものとなる。文化は，社会規範が，行
為者を拘束するものであると同時に，何らかの行為をすることを可能とする
(15) 
ものであると同様，組織メンバーの行為を一義的に定めるばかりでなく，そ
(16) 
れによって行為にあたっての選択肢あるいは処方を提供するのである。この
ことは，組織メンバーの中に行動の共通なパクーンを創り出し，組織の疑集
性を高める働きをする。
この様な，メンバーに対する行動の指針，選択基準という側面は，文化が
規範的機能を持っているということを表わしている。規範はメンバーに対し
て命令的な力をもって作用するものである。メンバー個人にとって，それを
ほとんど自然に，つまり意識することなく受けとられ，その強制を感じない
場合もある。しかし，ひと度それから逸脱し抵抗を試みるならば，強い強制
力をもって作用され，サンクションを伴って抑制されることになる。
文化は，メンバー諸個人によって共有され，具現されるものである。しか
し，この文化の規範的機能は，行動様式の規定と逸脱に対する抑制という様
に，担い手である個人に対して拘束性を表示している。つまり，文化は個人
による発硯に依存すると同時に，個人に外在し，個人を拘束するという性格
を持っているのである。
3. 文化の形成要因
組織文化は組織を性格づけ，組織間の差異を示すものであるが，その形成
には二つの側面があると思われる。その一つは，組織が成立し，存続してゆ
く過程で自然発生的に形成されてゆく側面であり，礫境への適応や，メンバ
一個人の期待や相互作用を通じてその独自性が創られる結果である。他方
は，組織有効性の手段的，道具的なものとして，管理者によって意図的に形
(15) E. Goffman, Strategic Interaction, 1969, p. 113. 
(16) A. Schutz, On Phenomenology and Social Relations, 1970, p. 80.森川，
浜訳「現象学的社会学」 1980,・ 38-39ペー ジ。
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成される側面である。これは，文化の外面的側面を積極的に創り，活用する
ことによって，組織に対する忠誠心を引き出し，あるいは凝集性を高めると
いった道具的な意味を持っている。
バーナードは，公式組織を定義するにあたり，協働システムに差異，多様
(17) 
性をもたらす物的，社会的，人的要因を組織の外に排除している。ここで組
織間の差異を示すものとしての文化を形成する要因を考えるためには，この
バーナードとは逆の見方をすれば良いのではないかと思う。つまり，組織間
の差異，独自性をもたらしているのは，物的，社会的，人的要因であり，そ
れらが組織文化の形成要因を規定しているという考え方である。組織文化と
いう観点からは，この三つの要因の中では社会的，人的要因が大きな役割を
(18) 
果していると思われる。以下では，形成要因を大きく三つに分けて考えてみ
たい。
a.社会全体の文化
組織は，一つの社会の中で活動する社会的存在である。それ故，いかなる
組織もその社会的存在を維持するという意味からも，当該社会全体の文化か
らの影響力は否めない。実際，日本の企業が欧米とは異なる独自の日本的経
営スクイルを有しているというのも，やはり日本企業が日本の文化から大き
な影響を受けながら，独自の経営スクイルを創り上げてきたからに他ならな
い。又，特に組織メンバーとしての諸個人は，組織に加入する以前に，既に
当該社会の文化が持つ価値要素を内面化しており，彼等が社会文化的要素を
組織にもたらしているという側面もある。
. b.組織メンバー個人
組織と個人という捉え方では，管理者もまた個人であるが，彼等の行為が
主に組織という全体的観点から行なわれるということからも，ここでは下位
メンバーということになる。彼等は，まさに文化の価値を共有する担い手で
(17) Barnard, The Functions of the Executive, p. 6.「訳書」 68ペー ジ。
(18) もちろん，物的要因が全く文化の形成に影響を与えていないという訳ではな
い。しかし，本稿のテーマに即して，ここでは社会的，人的要因に重点をおく。
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あり，彼等の共通意識が文化を生み出すと言っても良いであろう。又， リー
ダーシップのスクイルが，ある面ではメンバーの持つ期待や欲求によって規
定される様に，文化の形成に於いてもそれらが働いていると考えられる。特
に，文化が持っている欽求充足という機能から考えると，個人の持つ欲求や
期待，あるいは価値観，個人的背景の持つ意味は大きなものであろう。 （も
ちろん，それらの要因が社会全体の文化と密接に結びつき，それから大きな
影響を受けているということも重要である。）
c.管理者
上記二つの要因は，主に組織が存続してゆく過程での形成にかかわるもの
である。管理者は，後者の側面，つまり道具的意味での意図的形成にかかわ
っている。特に， トップ・マネジメントは理念の創造等によって，組織メン
バーの共通意識，共同意識をもたらすことに主導的な影響力を持っていると
言える。
管理者もまた組織メンバーであり，個人であるという点では下位メンバー
と同様である。しかし，管理者という立場から，有効性を高めるために，文
化の外面的な要素を活用しながら意図的に創造するという点で彼等と異なる
のである。
m.個人にとっての意味
(19) 
文化は，組織にとって組織行動の促進的及び，時として阻害要因となる。
順機能的意味では，組織有効性をもたらすための手段的意味を持ち，それを
積極的に活用することによって存続，成長をもたらすこともできる。
それでは，文化を担う個人（組織メンバー）にとっては如何なる意味を持
つのであろうか。
1. 個人的価値と集団的価値
価値は，一般的には行為にあたっての選択基準であり，行為の方向性を示
すものであると言えるが，その行為主体が個人であるか，集団であるかによ
(19) Deal & Kennedy, op. cit., pp. 34-36.「訳書」 52-56ペー ジ。
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って，個人的価値と集団的価値に分けることができる。共有された価値とい
う意味での組織文化は，当然集団的価値であると言える。個人的価値とは，
個人が自らの目的を目指す際の行為（例えば，当該組織へ参加するか否かの
決定）の基準であるのに対し，集団的価値は，個人が当該組織に於いて如何
に行為すべきかについての基準であるからである。
ここで，この二つの価値に関連して二つの問題を指摘することができる。
①価値を共有しているということと，それを積極的に受け容れていること
とは必ずしも一致しない。
③行動（組織文化によって要求されるもの）していることと，価値を共有
（あるいは価値が一致）していることとは同じであるとは限らない。
特に，前者の場合，組織の観点から見れば，文化の共有程度の問題である
とも言えるが，個人の観点から見れば，既存の組織に於いて，文化が統一性
をもたらす手段となっていることから派生する問題であると言える。
文化は，当初諸個人の主休的行為を通して創り上げられてきたものである
が，それが成立すると，組織と同様，その源泉であった各個人の意図以上の
独立した客観的性質（全体性）を具備することとなる。それ故，時として個
人の行動に際しての制約ともなり得るのである。（外在性，拘束性）
形成途中にある組織や成立後間もない組織の場合，ごく一部分の要因のみ
をメンバーが共有しているにすぎず，これからメンバー相互で共通なものと
して形成してゆかねばならない。従って，そこでは個人の意志や主休的行為
が形成に大きな影響を与える。これに対し，既存の組織の場合，メンバーは
既に形成された文化の中にある。強い文化（＝共有度の高い文化）の下では，
ほとんどのメンバーにとってその文化がどの様なものであるかは無関心であ
り，問題となることは少ないであろう。しかし，共有し得ないメンバー，ぁ
るいは新しいメンパーにとって，個人的価値と集団的価値（文化）とのギャ
ップは重大であり，コンフリクトの原因ともなりかねない。
この様な状況下で個人のとる行動の選択肢は， a.組織を去る， b.主体
的行為によって文化を変革する， C. 妥協（→同調）， d.同化（短期的に
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はコンフリクトであっても，長期的にはその文化に同化してゆく）の四点を
あげることができるであろう。図Iは，この四点と初めにあげた問題とを関
連させて表わしたものである。行動，価値それぞれ一致する程度によって対
抗，妥協，同化，非同調という四つに分けられる。対抗は， 価値は一致せ
ず，求められる行動もしないというものであり，主体的変革に向うか，自ら
の意志あるいは組織の意志によって組織を去ることになる。非同調は，価値
は共有しており，
は共有しているが行動は伴わないという，言わば問題児である。彼は，価値
やがて同化にコンフリクト状況にはないと思われるので，
向うか， さもなくば組織の意志によって組織を去ることになる。
高＾ 
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さて，当然のことながら， 文化（あるいは，
範）が拘束要因として個人を強く拘束するのは，彼が当該組織のメンバーで
あり続けようとする意志がある限りに於いてであり，それがなければ拘束要
因としての意味を持たない。従って，今a.組織を去るというのは問題の外
にあり，同様に， d.同化も文化の内容が如何なるものであるのかというこ
それによって形成された規
とを当人が意識していない状態に向うものである故に，
らない。
ここでの問題とはな
そこで，後の二点について考えてみると， 実際問題として， 多くの場合
C. 妥協という状況に陥ると思われる。妥協とは，たとえ心の内部に不満や
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批判を持っていたとしても，心の安定，地位の保全のために組織に対する協
力に向う状態であり，結局，現状に甘んじる自己欺睛である。これは，自ら
(20) 
主体性，自主性を放棄していることに他ならない。しかし，個人が一人で全
体に立ち向うことは非常に勇気のいることであり，それ故，妥協（→同調）
(21) 
の方が容易なのである。
2. 主体的変革
次に，個人の主体的行為による組織文化の変革について考えてみたい。上
述の遥り，例えコンフリクトを感じていたとしても，一人で全体に立ち向う
ことは非常に難しいため，主体的変革を試みるよりも妥協という安易な選択
に向いがちである。しかし，それが結果として自らの主体性の放棄につなが
るのであるならば，主体的変革の試みについての可能性を探ることは重要で
ある。
主体性（主体的）という言葉の意味を考えると以下の二つを見ることがで
(22) 
きる。一つは「自己決定性」であり，複数の代替可能なプログラムを，満足
度を最大にする様選択する主体の性能を表わす。他方は， 「価値一貫性」で
あり，行為主体が自らの中に内面化された価値に即して一貫的に行為する性
能である。これはウェーバーで言えば，前者は目的合理的行為，後者は価値
合理的行為にあてはまると言えよう。 ここでは， 個人的価値と集団的価値
（文化）との間のス・レによって起こるコンフリクトが問題である故，後者の
「価値一貫性」という意味での主体性が大きなウエイトを占める。従って，
主体的変革とは， 如何にして個人的価値と集団的価値との間のス・レを無く
し，個人的価値に近づけるかということになる。
次に，その主体性を発揮する個人とは組織の中でどの様な人を指すのかと
(20) 拙稿「組織社会に於ける個人と組織の問題について」「千里山商学」第21号，
1984, 27-47ペー ジ。
(21) Cf., S. Milgram, Obedience to Authority, 1974, pp.163-164. 
(22) 作田啓ー 「共同態と主体性」，「近代日本社会思想史，第二巻」有斐閣， 1971,
390-391ペー ジ。
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いうことである。組織内個人とは，組織を構成する個々のメンバーのことで
あるが，それは大きく，管理者と下位者（被管理者）に分けられ，管理者は
さらにトップ， ミドル，ロワーの各レベルに分けることができる。 Il-3で
述べた様に，組織文化が形成され込過程では，管理者も下位者も共に形成要
因である。しかし，主体的変革という点に関しては，両者の間では意味が異
なってくる。
管理者は，文化の形成という点では，有効性のための手段として意図的に
文化を創造するという役割を果たしており，彼の主休的行為によって文化が
形成されると言える。例えば， トップ・マネジメントは理念を創り上げる。
理念は，メンバーの実際の行動に強い影響を与え，組織の目標を知らしめる
(23) 
重要なものである。その意味で， トップ・マネジメントは組織のメイン・カ
ルチャーを創る上で大きな役割を果たしている。同様に，ミドル，ロワーレ
ペルに於いても，彼等の担当する部門に於いて，メイン・カルチャーに従い
ながらサブ・カルチャーを形成してゆく。 ． 
従って，管理者個人にとって主体的変革の可能性は比較的高いと言える。
彼の管理者の立場からの行為は，常に組織の有効性を高めるという観点から
行なわれる（あるいは，そうするべき）のであり，文化の外面的側面を創造
あるいは操作することで適切なものへ変革してゆく。また，例えそれが彼の
個人的立場からの行為であったとしても，彼が管理者の地位にあることによ
って，その権限，，影響力は大きく，下位者よりは主休的変革の可能性は必然
的に高くなるであろう。
問題は，管理者の様に大きな力を持たない下位者の場合である。下位者で
ある故に， 主体的変革の力と可能性を持たないのであれば， 彼等には采協
か，あるいは組織を去るという消極的な選択しか残されていないということ
になってしまう。
下位者の可能性を探る一つの手掛りは，企業の中で取り入れられている
(23) Deal & Kennedy, op. cit., pp. 21-25.「訳書」 35-41ペー ジ。
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「小集団活動」に見ることができる。現在，企業の中では，部分的に非官僚
制的要素を取り入れることによって， 従来の官僚制的側面を補う方策とし
て， QC, ZDといった小集団活動， 職務充実， 専門技術的職務等を導入し
ている。特に，小集団活動は，それを通じて瀕集性を高めることができると
(24) 
同時に，個人の自発性，自律性を活用できるというメリットを持っている。
全体組織よりも，小集団になるほど情報や目標の共有化は高くなり，ひいて
は集団メンバー間の共通意識，価値の共有の度合は高まってゆく。これが集
団内の疑集性を高めてゆくのである。また，小集団に於ける活動の方が個人
にとって自らの役割の意味について認知し易く，自主性も発揮し易い。
この小集団活動，あるいは小集団管理は，自主管理，自主的参加というこ
とがクテマエとなっているが， 現実には企業による管理の一喋となってい
る。しかし，小集団の個人の自律性（主体性）発揮のための方策として導入
されたという意味から言えば，経営管理と個人の自律性がぶつかり合う領域
であり，接点である。そのため，管理が自律性を大きく侵食する場合もある
が，逆に管理に対して個人の自律性が影響力を与える可能性も高いと言え
る。
そこで示される一つの可能性は，組織のメイン・カルチャーそのものにで
はなく，サブ・カルチャーに対して主体的影馨力を発揮することである。小
さな単位になる程， 個人は自らの目標に対する支配力は大きくなり， 自律
性，自発性を発揮し得る可能性も高くなる。そこで，サプ・カルチャーの変
革を通じてメイン・カルチャーに影響を与え，変革に導く9のである。
メイン・カ）レチャーはサプ・カルチャーの形成に影響を与える一要素であ
るが，逆にサプ・カルチャーの変化がメイン・カルチャーに影蓉を与えるこ
ともある。システムとしての組織は，組織内の全てのものが連関しており，
組織の如何なる部分に於ける変化も他の部分，ひいては全体に影蓉を与える
ことになる。従って，組織の一部に起きた変化は，大なり小なり他の部分，
(24) 「職場活性化のための小集団活動研究報告書」， 関西生産性本部， 1981, 36-
46ペー ジ。
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あるいは全体にインパクトを与えるのである。同様に，メイン・カルチャー
とサプ・カルチャーとの関係もシステムに於ける部分と部分，あるいは部分
と全体との関係の様に， 相互に影響を与え合う存在であると言える。それ
故，サブ・カルチャーを変化させることによってメイン・カルチャーを変化
させることも不可能なことではないであろう。
ただ組織内のサプ・カルチャーといっても，組織の側から見て，その性格
が促進的なものから対抗的なもの（カウンター・カルチャー）まで存在す
(25) 
る。例えば，促進的なものとしては，先述の小集団や，公式組織を補完する
という点で非公式組織などがその中に入るであろうし，労働組合などは対抗
的なものに含まれるであろう。従って，どのレベルのサプ・カルチャーを対
象とするのかによって， その影響力と結果も自ずと異なってくるはずであ
る。また，本来促進的な性格を持っているサブ・カルチャーであっても，そ
れがメイン・カルチャーの変革に向う場合，その内容によっては，組織の側
から見て対抗的（カウンクー・カルチャー）と判断されることもある。当
然，その様な場合，組織の側から何らかの形で圧力がかかる訳であり，文化
を変革しようという試みは非常に困難を窮めることになる。
文化の規範的性格から言って，それからの逸脱は大きな圧力となって返っ
てくる。それ故．下位からの変革を試みることは，上位主導の変革よりも大
きな困難を伴うであろう。 そして， 変革の試みに失敗した者は．「妥協」あ
るいは「組織を去る」という選択を迫られることになる。しカヽし，下位文化
や個人の行動が対抗的であるというだけで，それを組織にとって阻害的な要
素であると決めつけることは正しくない。
ウエイク (K.E.Weick)は，組織の「存続の有利な進化のためには適度
(26) 
な突然変異が必要である」と述べている。一つの社会集団の文化が変化する
(25) J. Martin & C. Siehl, "Organizational Culture and Counter Culture: An 
Uneasy Symbiosis", Organizational Dynamics, Autumn; 1983, p. 53. 
(26) K.E. ウエイク，金児暁嗣訳「組織化の心理学」誠信書房，＿ 1980,106-107ペ
ジー。
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ための要因には，他の文化の借用，伝播という外的要因だけでなく，集団内
に於ける発明，発見という要因も含まれる。それが文化変化の革新的要因と
なる訳だが，同様に，組織に於いても，個人や集団が取り始めた新しい行動
は組織にとっての革新の機会を創ることにもなる。対抗的な下位文化や個人
の行動も，従来の文化とは異なる要素をもたらすという点では革新の機会を
創造する要因であると言える。
組織の新しいメンバーあるいは，共有し得ないメンバーは，文化の境界に
いる個人である（図Il参照）。新しいメンバーは， 組織の文化を習得しなが
らそれに同化してゆく。図Ilの中心に位置するのは，古い，同化しているメ
ンバーであり，自然に文化の規範的命令を受容できる人々である。しかし，
そのために彼等は革新の機会を創るという点では期待することは難しい。逆
に，境界（図の点線部分）近くに位置するメンバー（新しい，共有し得ない
等）は，既存の文化の中に浸っている訳ではない故に，外部の新しい要素を
導入したり，変革の試み等によって革新の力となることができる訳である。
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従って，先の図Iで示した「対抗」のセルにいる者よりも， 「非同調」あ
るいは「妥協」の中にいる者の方が組織にとってはむしろ有害だと言えよ
う。 「対抗」にいる者は， 革新の源泉となり得る可能性を持っているのに対
し，後二者の場合，組織の中に無気力な空気を蔓延させるからである。それ
故，組織にとっても，対抗的な下位文化（カウンクー・カルチャー）や個人
の行動を容駆する余地を持つ必要がある。
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IV.結一文化変革の視点
組織は各々独自性を有している。それをもたらしている一つの要因は，組
織が持っている文化である。大雑把な言い方をすれば，組織文化は組織を性
格づけ，組織間の差異を示すものであり，また従来，厳密性に欠ける，あい
まいであるという理由で除外されてきたもの，あるいは十分に説明しきれな
かった部分である。組織文化研究は，この様な従来の理論の中では十分な説
明を加えることのできなかった組織の側面を，体系的に考察することを可能
にしたという点で重要であり，それ故，組織研究の中で主導的地位を占める
ことができたのである。
組織文化研究によって，強い文化を持つことは，組織にとって統一性（秩
序）， 凝集性， 高い組織成果（有効性）をもたらす要因となることが明らか
にされてきた。しかし，同時に強い文化は強い規範を創り上げ，個人にとっ
て強い拘束要因となる。この規範性，拘束性という文化の性格が，時には個
人にとってコンフリクトの原因となる可能性があり，一つの問題を惹起する
ことになる。
組織文化は，メンバー個々人によって共有されている価値と捉えることが
できる。しかし，個人にとって重要なのは，その価値を共有しているかの様
に見えることや，文化の規範が要求する行動をしているという事実なのでは
なく，実際に共有しようと思っていること，共有の意識がそれに伴っている
ということである。組織文化との間でコンフリクトが起こり，問題となるの
は，個人の側で共有の意識が行動に伴っていない時であり，行動の一致と価
値の一致が必ずしも同時に存在する訳ではないからである（図I)。組織が
求める行動を個人が行なっていることは，外見上価値を受け容れ，共有して
いるからに見える。しかし，実際には妥協状態の様に共有度が低くても行動
の一致が高い場合も存在する。この時，行動が一致するのは単なる自己欺睛
の故であり，妥協できない者には，主休的に組織文化を変革するという選択
が必要となる。
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文化が変革され，変容するということに開しては，躁境適応という観点か
. (27) 
ら戦略的アプローチをとる人々によって考察されていも文化はその保守的
性格から変化をきらう傾向を持つが，これは一面では，組織の継続的な性格
として組織を特徴づけ，安定的な状態をもたらす役割を果たしている。例え
ば，強い文化（共有度の高い）を持つ組織では，疑集性が高く， メンバーは
文化の持つ価値に従って行動している。そのため，組織が強い文化を持ち，
その価値をメンバー諸個人が強く共有することによって，全体組織の権威に
(28) 
対する諸個人の「無関心圏」を広げることができ安定した権威を保つことが
可能となる。
しかし，それが逆機能となる，つまり環境状況が変化したのにもかかわら
ず，それに対応することができない旧いものとなると，組織行動を阻害する
要因となる。そのため，文化が喋境状況から大きく遊離しない様に変革する
必要が生じる訳である。
一方，・文化はそれ自体として存続するものではなく，個人の行動，活動に
よって担われている。個人は文化を習得し，それによって規制される限りに
於いて文化の受動的要素であるが，逆に，文化を欲求充足の手段として使用
するという点では能動的存在である。文化が環境適応的なものとして価値を
変革されたとしても， メンバー個々人がそれを受け入れ，それに従って行動
しなければ意味がない。「習得される」という文化の定義からもわかる様に，
文化が変容するのはそれ自体として行なわれるのではなく，それを担う個人
を通じてである。従って，個々人の行動，態度が変わらなければ，文化は変
容することができない訳であり，文化変革，変容は個人の側に於ける変容と
しても捉える必要があると言えよう。
(27) 例えば，野中郁次郎他「迫られるコーボレート・カルチャーの形成」「ダイヤ
モンド・ハーバード・ビジネス」 1983,Apr. -May., 70-80ペー ジ，加護野忠男，
「文化進化のプロセス・モデルと組織理論」，「組織科学」 Vol.17,No. 3, 1983, 
2-15ペー ジ。
(28) Barnard, op. cit., p. 169.「訳書」 177ペー ジ。
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特に， Il[では組織文化とのコンフリクト状況に於ける個人の主体的変革の
可能性について述べたが，これは環境適応という点だけではなく，メンバー
個人の側に於けるコンフリクト状況への対応という点からも文化変革は起こ
り得るということを示している。つまり，文化変革は管理者による上位主導
のものと，個人による下位主導という両方向からなされるものだということ
である。そして，いずれの場合にせよ，文化変革に関しては，常に個人の行
動に視点を据えることが重要だと言えるであろう。
最後に，ここで残された問題を指摘して，この稿を結ぶことにしたい。
管理者が行なうにせよ，下位にある個人が行なうにせよ，文化を変革しよ
うとするということに際しては，大きな抵抗が伴うはずである。それは，先
述の様に，文化が極めて保守的であり，変化を強くきらう傾向を持つからで
あるが，文化が保守的であるというのは，それを担い，具現している人間自
体が，結局保守的であるということに他ならない。文化を変革するというこ
とは，従来の価値，理念，儀礼，儀式，管理スクイル等を破壊，あるいは変
更を加えるということであり，それに慣れ親しんできたメンバーに対して，
不安と混乱を与える可能性を持っている。特に，今までの文化が強ければ強
いほど（つまり，共有度が高いほど），変化に対する不安と混乱も強くなる。
そのため，メンバーは安定を求める結果，従来の文化に執着する様になり，
ひいては変化（変革）に対する抵抗となって顕われることになる訳である。
環境状況の変化によって，既存の文化が適応的でなくなった場合，それを
変革することは，組織にとって急務であり，管理者の役割である。文化は個
人の意識と行動が変わることによって，初めて変革されたことになる。従っ
て，変革の第一歩は，変化に対する抵抗という壁を取り除くことである。
個人の不安と混乱，執着を取り除くことは，充分な時間を必要とする困難
な仕事であるが， 組織の存続と発展のためには不可欠なことである。そし
て，変革を断行し，抵抗の壁を乗り越えたとしても，そこにはまだ問題が残
されている。それは，変革を行ない，新しい文化を創り上げたとしても，そ
の変革や新たな文化との間でコンフリクトは起こらないのかということであ
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る。既存のものによる場合よりも，変革に伴うコンフリクトの方がより多く
の問題を惹起させるかもしれない。それは，既存の文化では「同化」してい
た人々をも，変革によって不安と混乱，執着に導くからである。この変革に
伴うコンフリクトに考察を加えることが，残された課題である。
• A. M. R. = Academy of Management Review 
